
鰈愕欝 ケ学麒

野田 力買一 様
平成2.4年 10月 2日

東京電力株式会社

小 田 原 支 社

電気料金のお支払いについてのお願い

拝啓 平素は弊社事業にご高配を賜り,厚く御礼申し上げま九            二

さて,野田様と弊社との間の電気需給契約 (ご契約住所 :ネ彰劉‖県小田原市本麟零丁目彎

番900 0● ウt囀虐中白 お客さま番号 :鴨卜戯一― ―彎おい00に係わる電気料金

(平成24年 7月分から平成24年
・
8月分 二`合計●●,0'L円 )につきましては,お支払

期限日を経過しておりますが,未だお支払いをいただぃておりません。つきましては,平成

24年 10月 9日までにお支払いいただきますようお願い申し上げます。平成24年 lo月

9日 までにお支払いいただけない場合には,不本意ではございますが,翌日以降,ご不在で

も送電をお断りさせていただきますのでご承知おきください。         1

念のため申し添えますが,`上記の電気料金全額をお支払いいただけない場合は,送電の再

開はいたしかねますので,併せてご承知おきください。

なお,野田様におかれましては,弊社に対し,福島原子力発電所事故による損害賠償 (慰

謝料)請求債権と電気料金債権との相殺のご意向をお示しになつておられますが,弊社とい

たしましては,野田様からお申し出のございました損害賠償 (慰謝料)請求債権には理由が

なく,相殺の意思表示に効力を認めることはできません。

っきましては,‐平成24年 10月 9日 までにお支払いいただきますよう,重ねてお願い申

し上げます。                    〆

連絡先 ;東京電力株式会小田原支社

小田原地域料金グループ

電 話  : 0465-87-2641

月～金(体・祝日を除く)9時～17時

敬具
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給電停止措置禁止仮処分命令申請書

平成24年 10月 3日
横浜地方裁判所小由原支部 御中

債権者 順_一   轟1,
別紙当事者 目録記載のとお り

野  田

当事者の表示

給電停止措置禁止仮処分命令申請事件

債務者は、別紙

ならない。

との裁判を求める。

第 1被保全権利

申請の趣旨
「電気需給契約目録」記載の債権者への電気の供給を停止しては

申請の理由

1.債権者は、債務者との間で●●年位前から別紙「電気需給契約目録」記載内
容の電気供給契約を締結している者である。債権者は、平成 24年 6月｀分まで
の毎月の電気料債務については、通常の送金手続きにより債務者へ支払つてき

た。

2.しかしながら、債務者が平成 23年 3月 11日 以降に引き起こした福島第 1
原発の一連の爆発事故 (以下、原発事故という)に よって、福島県民のみなら
ず関東一円の人びとは未だかって体験したことのない放射能汚染に晒され、生

存を脅かされるような不安と恐怖を受けた。債権者もその一員である。この原

発事故によって債権者が受けた主な被害としては、1別紙平成 24年 7月 26日
付け「電気料金債務に対する相殺の意思表示 (疎甲第 2号証の 1)」 のA(自
働債権)の箇所で記載してあるとおりであり、本仮処分申請において当該部分
を申請の理由並びに疎明資料としてこれを引用する。かくして、債権者は債務

者に対し「原子力損害の賠償に関する法律」第 3条 (無過失責任)に基づく損害

賠償 (慰謝料)請求債権として少なくも金 20万円を下らない自働債権を有し
ている。しかるところ、債権者は①同年同月 27日 債務者に到達の内容証明郵
便をもつて、同年 7月 分の電気料債務金●, 0む 0円 を受働債権として、②同
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年８月２７日債務者に到達の内容証明郵便をもって、同年８月分の電気料債務金○

○，○○○円を受働債権として、それぞれ対等額で相殺する旨の意思表示を行

い、右電気料債務（合計金○○，○○○円）は消滅した。

ちなみに、利用者が支払う電気料金については、電気供給約款では相殺の行

使権については、特約をもって排除されていない。

３．ところが債務者の小田原支社は、債権者に対し平成２４年１０月２日付けの

損害賠償（慰謝書面をもって債権者の前記相殺権行使について、「．．略）

料）請求債権には理由がなく、相殺の意思表示に効力を認めることはできませ

」などと、原子力損害の賠償に関する法律第３条により無過失責任を負う加ん

害者でありながら、あたかも裁判官になったかのような立場で身勝手な法律判

断をなし、自社に賠償責任が無いとの独善的な見解を前提に、債権者の相殺権

行使による電気料債務消滅を否定してきた（疎甲第５号証）。そして、同年１

０月９日までに電気料全額の支払いが無いときは、債権者への送電を翌日以降

停止する旨の予告をしてきた。

４．被保全権利について

ところで、電気事業法第１８条によれば、一般電気事業者である債務者は、

正当な理由（例えば、電気料金の不払いや電気供給約款３６に記載する事由が

ある場合など）がなければ、「供給区域における一般の需要（．．略）に応ず

る電気の供給を拒んではならない。」と、地域独占企業であるがゆえの供給義

務規定が制定されている。

しかるところ、債権者の主張としては、前記相殺権行使によって電気料債務

は消滅したので、債務が消滅したという債権債務の関係では支払ったと同義で

あり、そこに債権者の落ち度は無く、その意味で同法条の「正当な理由」に該

当しないというべきである。代金の支払と対価関係にあり且つ密接不可分の相

関関係にある （電気事業法第１８条の供給義務規定によって給電を受ける権利

保護された被保全権利）は債務者によって恣意的に運用されるべきではなく、

債権者は不法に奪われるべきでないと言うべきである。

第２ 保全の必要性

１．債権者は、平成２４年７月分及び同年８月分の電気料債務（合計金○○，○

○○円）については、前記のとおり相殺の意思表示の到達により消滅（支払っ

たと同義）したと主張しているのであり、一方、もし債務者が債権者の相殺の

法的効力を否定するなら、そこに両者間の法的紛争が生じている訳で、その膠

着状態は、本来、本案の裁判所に法律判断を委ねるのが法社会のルールである。

したがって、債権者は、後日債務者から○○，○○○円の電気料金の支払を



求める訴えが提起されれば、原発事故による損害賠償請求の反訴を提起して、

そのなかで前記相殺権行使の有効性を主張する予定であり、或いは債務者が未

払だと主張する電気料金について、前記相殺権行使による債務不存在の確認訴

訟を本案の小田原簡易裁判所に提起する予定である。

２．ところが債務者は、供給区域における独占的な電力供給事業者であること及

び利用者（顧客）に対する給電停止という強力な武器を有することを奇貨とし

て恣意的に悪用し、債権者の前記相殺権行使については、前記身勝手な法律判

断を行ったうえで自社に損害賠償責任は無いと、その独善を債権者（利用者）

に強引に押しつけているほか、債権者の前記相殺の法的効果としては電気事業

法第１８条の「正当な理由」に該当しないにも関わらず違法に一方的に送電停

止の予告（疎甲第５号証）を債権者に対して行ってきている。そして、とりわ

け「ご不在でも送電をお断りさせていただきます（疎甲第５号証）」と予告し

てきているように、今や給電或いは給電停止はコンピュータで管理されている

ため遠隔操作で直ちに給電停止が可能であるので、同年１０月９日を経過すれ

ば債権者はいつ給電停止措置を受けるかも知れない 状況にある。緊急性を有する

もし債務者から一方的に電気の供給を停止されると、債権者の日常生活は、

さまざまな面で不都合や不便、損害を生じて生活スタイルを脅かされる事態に

なりかねい状況になる恐れがあり、電気供給契約に基づいて債権者が給電を受

ける権利（被保全権利）が危機的な状況にあるので、本件仮処分を求める必要

性、特に緊急性に迫られております。

以上の経緯で、頭書の趣旨の仮処分命令を求める次第であります。

疎明方法

１ 疎甲１号証 電気料の納付書（平成２４年７月分）

２ 疎甲２号証の１ 内容証明郵便（電気料金債務に対する相殺の意思表示）

３ 疎甲２号証の２ 同配達証明

４ 疎甲３号証 電気料の納付書（平成２４年８月分）

５ 疎甲４号証の１ 内容証明郵便（電気料金債務に対する相殺の意思表示）

６ 疎甲４号証の２ 同配達証明

７ 疎甲５号証 電気料金のお支払いについてのお願い

８ 疎甲６号証 電気供給約款（抜粋）

付属書類

１ 疎甲各号証（写し） 各１通

２ 債務者の資格証明 １通



別紙

当 事 者 目 録

債権者

神奈川県小田原市○○○○丁目１番○○号

野 田 順 一

電 話 ○○○○－○○－○○○○

Ｆａｘ ○○○○－○○－○○○○

債務者

東京都千代田区内幸町一丁目１番３号

東京電力株式会社

代表者 代表執行役 廣 瀬 直 己

送達場所（営業所）

東京電力株式会社 小田原支社

〒250-0012

神奈川県小田原市本町一丁目９番２５号



電気需給契約目録

需要場所：神奈川県小田原市○○丁目○○番○○号 ○○

利用者の氏名住所 ：神奈川県小田原市○○丁目○○番○○号

野 田 順 一

お客さま番号 ：○○○○○－○○○○○－○３－○○

契約種別 ：○○○○

契約電流 ：○○

以上



代 表 者 事 項 証 明 書

会社法人等番号 0100-01-008825

商   号   東京電力株式会社

本   店   東京都千代田区内幸町一丁目 1番 3号

代表者の資格、氏名及び住所

平成 24年 10月  1日
横浜地方法務局厚木支局

登記官

整理番号 ア 291938

東京都渋谷区元代々木町 38番 1-106号
代表執行役   廣 瀬 直 己

東京都練馬区関町北三丁目43番 5号
代表執行役   山  口  博

東京都豊島区高田一丁目35番 20号
代表執行役   内 藤 義 博

東京都中野区新井二丁目20番 12号
代表執行役   相 澤 善 吾

以 下 余 白

これは上記の者の代表権に関して登記簿に記録されている現に効力を有する事

項の全部であることを証明した書面である。

(東京法務局管轄 )

1/1
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被通知人 東京電力株式会社 ′1ヽ田原支社 御中

通知人は、貴社から平成 24年 10月 2日 付けの「電気料金のお支払いについてのお願
い」と題する文書を受領しました。

:

以下、貴社の主張に対し、本文書をもつて通知人の反論をなし、且つ送電停止について

は、行 うことが無いよう警告します。

第 1 貴社の主張の要旨
1 通知人は平成 24年 7月 、 8月 分の電気料合計■0, 00●円を支払つていない

2 同年 10月 9日 までに電気料全額を支払わないときは、その翌 日以降、不在でも通知

3          
〔:こ彗     l    lill言 [l:尋]l會量で |こ lF

略)損害賠償 (慰謝料)請求債権には理由がなく、相殺の意思表示に効力を認めること

はできません」と、原子力損害の賠償に関する法律第 3条により無過失責任を負 う加害

者でありながら、あたかも裁判所によつて既に司法判断が下され法律関係が決着済みで

あるかのような見解を前提にしている

第 2 上記貴社の主張に対する通知人の反論並びに警告

璽可二重腫TI言翼舅層量鷺曇
る。したがつて、これら電気料債務については、支払つたと同義である。もし、貴社に

おいて通知人が行った相殺の法的効果について異議があれば、裁判所によつて法律判断

してもらうのが法治国家のルールである。

I

そゞ小十遷登番 :2012100910320200100000
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通知人としては、前号主張のとおり相殺により電気料債務は消滅していると反論して

いる。つまり、電気料債務を支払ったと同義である。

したがつて、通知人の前記相殺による電気料債務の消滅は、電気事業法第 18条によ
る電気料の不払いなどの「正当な理由」に該当しない。それゆえ、貴社がもし通知人ヘ

の送電を停止する措置を行えば、需要者保護のため貴社に供給義務が課された同条違反

となる。のみならず本書面到達後なお送電停止措置を強行すれば貴社は「故意による不

‖ 1緞
11=||||.ill仮 にせ|‖貴社が通知人に対し送電停止の利

止措置によって蒙った損害賠償請求を行 うことになることを警告しておきます。

3について

平成 24年 7月 分および 8月 分の電気料金については、通知人は、前記のとおり相殺
の意思表示の到達により消滅 (支払つたと同義)したと主張しているのであり、他方、

もし貴社が通知人の相殺の法的効力を否定するなら、そこに両者間の法的紛争が生じて

いる訳で、その膠着状態は、本来、本案の裁判所に法律判断を委ねるのが法社会のルー

フ量彗責張名1:        |:[曇退菖曇[i奪鼻[梅言7T「τ
以上

平成 24年 10月 9日
丁 250-0012

小田原市本町二丁目1番 34号

差出人 (通知人) 野 田 順 一
||||:■■■■‥‥

“
11       お客さま番号  :000● ●一●●●●

ザ

▲■
Ｆ
＝
…・‐卜
‐‐‐‐１一　
１１‐‐‐一

脅
――
　

‐̈‐‥‥‥‥

一̈・̈̈
・一‐，̈̈
¨̈”ら
，一
――‐，̈

●
１

１

１１１１１
「

言
」＝
‐―――‐
■
．̈■
・

差出人
丁250-0012

(付記 )

受取人
〒250-0012

神奈川県小田原市本町二丁 目 1番 34号
野田 順一

として差 し出したことを証i明 します。
日本郵便株式会社

蛋こ小十遷登署酢:2012100910320200100000 事チ
2/2頁

郵便認証司

24.10。 9


